
令和4年度（2022年度）
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事業の目的と概要

Ⅰ　成果指標（活動指標）

Ⅱ　活動実績・成果

Ⅲ　課題と今後の取組

【成果指標１】貸付件数についての評価
・令和２年度　新規貸付　14件、継続貸付　46件
　令和３年度　新規貸付　29件、継続貸付　29件
　令和４年度　新規貸付　23件、継続貸付　32件
・入学金等の減免と給付型奨学金の支給が併せて行われる国の
修学支援新制度の利用者が増加したことにより、新規貸付件数
が減少。

【財務情報に基づいた評価】
・経常経費は全て物件費であり、主な内訳は貸付システム運用
保守の委託料が約69％、口座振替手数料等の役務費が約22％で
ある。

　ひとり親家庭相談等で受験前から丁寧に相談を行い、本市制
度も含め利用者にとって有利な貸付制度の案内となるよう努め
る。
　償還期間が長期となるため、貸付時に制度の丁寧な説明と返
済計画の作成等を行うが、その後の状況に変化が生じた場合に
は個々の事情に応じて柔軟な対応が必要となる。
　滞納債権については、今後支払督促等を検討する事案が出て
くることもあると考える。

貸付件数 件 60 58 55 新規・継続で貸し付けた件数

【目的】ひとり親家庭及び寡婦に対し、その経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り、併せてその扶養している児童の福祉を増
進する。
【概要】ひとり親家庭及び寡婦に対する修学資金等の貸付及び債権の償還等。

指  標  名 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度 指　標　の　定　義

母子父子寡婦福
祉資金貸付事業

費
（目） 1 母子父子寡婦福祉資金貸付金

部局名 児童部
予算執行

所属
子育て給付課

主な歳出
予算科目

母子父子寡婦福祉
資金貸付特別会計

（款） 1
母子父子寡婦福
祉資金貸付事業

費
（項）

管理事業名 母子父子寡婦福祉資金貸付事業
総合計画
の体系

1

大綱 子育て・学び

政策 子育てしやすいまちづくり

施策 配慮が必要な子供・家庭への支援
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Ⅳ　財務情報
◆貸借対照表【ＢＳ】 （単位：千円）

現金預金 流動負債
未収金 地方債
財政調整基金 短期借入金
短期貸付金 賞与引当金
徴収不能引当金 未払金
その他流動資産 リース債務

有形固定資産 その他流動負債
土地 固定負債
建物・工作物 地方債
リース資産 長期借入金
建設仮勘定 退職手当引当金

無形固定資産 リース債務
有形固定資産 その他固定負債

土地 負債の部合計
建物・工作物
建設仮勘定 純資産

重要物品
図書館資料
投資その他の資産

出資金
長期貸付金
基金
徴収不能引当金 純資産の部合計
その他債権

資産の部合計

◆行政コスト計算書【ＰＬ】 （単位：千円） 財務諸表の特徴的な事項

地方税
分担金及び負担金
使用料及び手数料

府支出金（経常費用充当）
財産収入
寄附金
他会計からの繰入金
受取利息及び配当金
その他
経常収入　小計 (a)
給与関係費
物件費
維持補修費
社会保障扶助費

特別会計への繰出金
減価償却費
徴収不能引当金繰入額
賞与引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
支払利息
その他
経常費用　小計 (b)

経常収支差額 (a)-(b)=(c)
固定資産売却益 単位当たりのコスト分析(「経常費用 小計(b)」÷「実績」）
その他
特別収入　小計 (d) 円 円 円
固定資産除売却損 件 件 件
その他 円 円 円
特別費用　小計 (e)

特別収支差額 (d)-(e)=(f)
一般財源調整額 (g)
当期収支差額 (c)+(f)+(g)
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
再計

人にかかるコストの内訳
◆キャッシュ・フロー収支差額集計表【ＣＦ】 （単位：千円）

行政サービス活動収入
行政サービス活動支出

投資活動収入
投資活動支出
投資活動収支差額 分析指標 (単位:％)
財務活動収入
財務活動支出
財務活動収支差額
収支差額　合計
一般財源充当額
一般会計からの繰入金
一般会計への繰出金
前年度からの繰越金 - - -- 42,026 58,920 16,895 一般財源充当比率 -

△ 2.3
- - - - 受益者負担比率 - - - -

- -
11,786 - - - 徴収不能引当率 7.3 7.5 5.2

- - -
- - - - 経常費用対公共資産比率 - -

30,239 16,895 27,672 10,777 施設維持補修費比率 -

B-A
22,558 - - - 施設老朽化比率 - - - -

令和3年度 令和4年度 差
- - - - A B

22,558 - - - 　　　　　　　年度
分析指標

令和2年度

40,851 29,437 26,384 △3,053
7,306 17,644 26,147 8,503

48,157 47,081 52,530 5,450 合計 -
行政サービス活動収支差額 375 △749 1,525 2,274 特別職非常勤

- -
1,652 1,639 1,865 226 会計年度任用等 -

-

2,027 889 3,390 2,500 常勤・再任用 -

月平均従事
人数(人)区分 令和2年度

令和3年度 令和4年度 差額 うち時間外手
当等(千円)A B B-A

492,774 △341,452 13,864 355,315

給与関係費
等(千円)

11,786 - - -
- - - -

480,988 △341,452 13,864 355,315
- - - -

- - - -
分
析
内
容

令和2年度、中核市移行により大阪府から引き継いだ事業
を一括計上したため見かけのコストは大きくなった。令
和3年度、国からの借入金が確定したことにより一時的な
コスト増となった。令和4年度以降は、コストが平準化さ
れていく予定。

- - - -

- - - - 実績

58 55
- - - - コスト

645,300 5,907,690 33,910
特
別
費
用

- - - - 実績 60

単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
- - - - 貸付1件あたり

のコスト
コスト

特
別
収
入

- - - -
- - - -

38,718 342,646 1,865 △340,781
480,988 △341,452 13,864 355,315

- - - -
- 341,008 - △341,008

- - - -
- - - -

-
- - - -

37,066 - - -

負担金・補助金・交付金等 - - - -
- - -

- - -
- - - -

経
常
費
用

- - - -
1,652 1,639 1,865 226

-

518,054 731 14,390 13,659
【PL】
経常費用／
その他

令和３年度、確定した国からの借入金を計上
519,706 1,195 15,729 14,534

1,652 463 1,339 875
- - - -

【PL】
経常収入／
その他

母子福祉資金貸付金元利収入
寡婦福祉資金貸付金元利収入

- - - -
- - - -

国庫支出金（経常費用充当） - - - -
- - - -

経
常
収
入

- - - -
- - - -
-

特徴的な事項
A B B-A

【BS】
長期貸付金

長期貸付金に係る債権の減
- - -

勘定科目 令和2年度
令和3年度 令和4年度 差額 勘定科目等

13,864514,888 528,752 13,864 負債及び純資産の部
合計

514,888 528,752
- - -

△21,840 △12,605 9,235 151,323 165,187 13,864
- - -

432,211 406,973 △25,238
- - -

410,371 394,368 △16,003
- - -
- - -
- - - 151,323 165,187 13,864

-
- - - 363,566 363,566 -

イ

ン

フ

ラ

資

産

- - - - -

- - -

- - - - - -
- - - - - -

363,566 -
- - - - - -

- -
- - - 363,566 363,566 -

固
定
資
産

事
業
用
資
産

- - - -

- - - 363,566

- - - - - -
△14,991 △11,537 3,454 - - -

- -
46,595 44,409 △2,186 - - -

-
13,993 14,920 928 - - -流

動
資
産

58,920 86,592 27,672 - -

- - - -

令和4年度末 差額
A B B-A A B B-A

勘定科目
令和3年度末 令和4年度末 差額

勘定科目
令和3年度末

149(母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計・母子父子寡婦福祉資金貸付事業)
149(母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計・

母子父子寡婦福祉資金貸付事業)
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